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国等の機関は、障害者の雇用について民間事業主その他国民一般の
理解を高めるように努める責務を有し、民間事業主に対して率先垂範し
て障害者を雇用する立場にある。
基本方針において、国の行政機関等における障害者の任免状況につい
て、これまで実施してきた厚生労働省による一括した公表と併せて、各
機関における説明責任を果たす観点から、各機関が自ら障害者の任免
状況を公表する仕組みを検討することとされている。

国等の機関は障害者雇用を推進すべき立場にあるこ
とを踏まえ、官民を問わず障害者雇用を推進していく
ためにも、法律において、国等の責務を明確化するとと
もに、国等の機関自らが障害者の任免状況を公表す
ることが必要ではないか。

国等の機関における障害者雇用の促進について①

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針

障害者雇用促進法においては、法定雇用率が未達成の場合における
達成のための障害者採用計画等に関する規定はあるものの、法定雇用
率の達成が数合わせにならない法律上の担保（いわゆる雇用の質の確
保）が必ずしも十分ではない。

国の機関等による障害者の活躍の場の拡大のための
取組が不断に実施されるよう、法律において、障害者
雇用の質の確保に資する計画の策定に係る規定を整
備することが必要ではないか。

＜分科会における意見＞

○ 数だけにとどまるのではなく、障害種別、部位別、等級などについても公表すべき。
〇 国等の責務の明確化は非常に重要。
〇 任免状況の公表は重要だが、公表内容が適切か担保するために、第三者機関のチェックなどが必要ではないか。

＜分科会における意見＞

○ 計画の策定自体は良いことだが、安心して働き続けるための雇用の安定、本人の能力に合わせた適切な業務の設定によるやりがいといった雇用の質の内容に
触れられていない。雇用の質とは何か、なぜ重要なのかを国の機関等の職員で共有されることが重要。

〇 地方公共団体ごとに策定するのであれば、それぞれの地域で障害者雇用が進むことが期待される。
〇 計画は全体を網羅できている。課題は、計画の実施をどう担保するか、保障する体制をどうするか。
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国等の機関における障害者雇用の促進について②

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針

障害者雇用促進法において、厚生労働大臣による報告徴収等の権限
について、民間事業主に対しては規定しているのに対し、国等の機関に対
しては規定していない。
基本方針において、厚生労働省は、各府省から通報される任免状況に
関して、各府省が保存する通報対象となる障害者の名簿や障害者手帳
の写し等の関係書類について必要な調査を行い、通報対象となる障害
者の範囲やその確認方法等の実務が適切に実施されているかを確認す
ることとされている。

関係閣僚会議で決定した基本方針に基づく取組だけ
でなく、障害者雇用促進法の実効性を確保するため、
厚生労働省が、国等の機関に対し、報告徴収等の
必要な実態把握を行う権限が必要ではないか。

＜分科会における意見＞

○ 必要な実態把握を行う権限は必要だが、実効性が重要。確認を行うのであればそれなりの人員や体制整備が必要。厚生労働省の状況はどのようにチェックする
のかという課題もあり、第三者機関でチェックすることなども考える必要。

障害者雇用促進法において、障害者雇用推進者及び障害者職業生活
相談員の選任について、民間事業主に対しては規定しているのに対し、
国等の機関に対しては規定していない。
基本方針において、各府省は、障害者雇用の推進に関する実務責任者
を障害者雇用推進者に相当するものとして、速やかに配置することとされ、
また、障害者職業生活相談員に相当するものとして、障害者本人からの
相談を受け付ける相談員を職員の中から選任し配置することとされている。

基本方針において国の行政機関における障害者雇用
推進者及び障害者職業生活相談員に相当する者を
それぞれ選任するだけでなく、国等の機関に対しても、
民間事業者と同様に、法律において推進者及び相談
員の選任に関する規定を整備することが必要ではない
か。

＜分科会における意見＞

○ 名ばかりにならないために、どのような資格、専門性を持った人を配置するのか。
〇 国の機関で働く障害者にも、職場以外に相談できる体制があることが望ましい。

2



障害者雇用促進法施行規則において、常時雇用する対象障害者に関
する書類の保存義務について、民間事業主に対しては規定しているのに
対し、国等の機関に対しては規定していない。
基本方針において、各府省は、通報対象となる障害者の名簿を作成す
るとともに、障害者手帳の写し等の関係書類を保存することとされている。

基本方針において国の行政機関における書類の保存
を規定するのみでなく、今般の事案を踏まえれば、書
類の保存義務について、法律において明確にし、民間
事業主のみならず、国等の機関に対しても義務づける
ことが必要ではないか。

国等の機関における障害者雇用の促進について②

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針

＜分科会における意見＞

○ 書類の保存義務に関して異論はないが、保存に当たっては、民間同様に適切な取扱いが求められる。

今般の公務部門における障害者雇用に関する事案について、国の行政
機関側の問題として、特定分野の対象障害者を判定する際の恣意的な
基準の使用、計上すべきでない職員の計上といった「対象障害者の杜撰
な計上」のほか、身体障害者は「原則として」障害者手帳により確認する
こととされているが、例外を厚労省に確認することなく解釈した等、「対象
障害者の計上方法についての正しい理解の欠如」等も指摘された。
基本方針において、厚生労働省は、通報対象となる障害者の範囲及び
その確認方法、法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数の計上に
関して、明確な判断基準を改めて示すとともに、それらの確認・計上等に
係る留意事項について示した手引きを作成し、各府省に送付することとさ
れている。

基本方針に基づき、対象障害者の確認方法等につい
て、国の行政機関向けの手引きの作成等を行うだけ
でなく、法律において、対象障害者の確認方法を明
確にすることが必要ではないか。

＜分科会における意見＞

○ 障害者手帳以外の方が対象になる場合についても明確になるようにすべき。適切に確認が実施されているか有効なチェックが行われなければ不適切な計上を
防ぐのは難しい。

3



障害者雇用促進法において、納付金制度について、民間事業主に対し
ては規定しているのに対し、国等の機関に対しては規定していない。

国等から納付金を徴収することは、国民の税金から支
払うことになり、結果的に国の納付義務を国民に転嫁
することとなる等の課題があることも踏まえ、そもそも、
国等の機関は率先して障害者雇用を推進すべき立
場であり、法定雇用率の達成を前提として、取組を確
実に進めていくことが重要ではないか。

国等の機関における障害者雇用の促進について③

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針

＜分科会における意見＞

○ 今後の対応方針については理解。今後のとりまとめに当たっては、法定雇用率の達成に加え、質の面も重視すべきことを記載して欲しい。
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障害の特性から、中長期にわたり現行の雇用率制度の対象となる働き

方（週所定労働時間20時間以上の勤務）に移行できない者や、こう

した働き方を求められること自体がストレスに繋がる者も一定程度見られ

る。

また、週所定労働時間20時間未満の就労であれば働ける者や、働く意

欲をもって前向きに就職に取り組めるようになる者が一定程度見られ、結

果として、週所定労働時間20時間以上の勤務に移行していく者、安定

的に長く働き続けられる者等も多く見られるところである。

週所定労働時間20時間未満の障害者の雇用に対

して、納付金制度において評価・支援する仕組を創設

してはどうか。その場合、

・支給額の単価は、調整金の単価との均衡等を踏ま

え、どのように考えるべきか。

・中長期にわたり20時間以上の勤務に移行できない

者等も見られることを踏まえ、支給期間についてどのよ

うに考えるか。

・週所定労働時間の下限を設定すべきか。

民間企業における障害者雇用の促進について①

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針

＜分科会における意見＞

○ ２０時間未満の雇用状況には不明な部分が多く、当面は給付という形を新たに創設して対応することが妥当。
○ 短時間のトライアルが１０時間から始まっているため、その数値も参考に所定労働時間の下限設定を検討してはどうか。
○ 短時間でも就労することは社会参加促進の観点からは大変有効。

○ 週の所定労働時間によっては社会保険が課されない場合もあることなどから、安易な雇用につながらないか懸念。そこをどう監視するか。健全な雇用につなげて
いく形で制度化して欲しい。

○ ２０時間未満の雇用に押し込められるおそれについては、医療機関又は判定機関において、当該障害者が現状２０時間以上の勤務ができないことについてお墨
付きをもらった上で対応することが考えられる。一方、その場合は費用が発生することにもなるため、どういう形とするかは議論の余地がある。

〇 納付金制度の調整金・報奨金の上限を設定し、その財源を充て政策をシフトさせていくことで、政策の効果を見たいと考えていたが、上限設定を行わないのであ
れば政策効果は疑問。

〇 ２０時間未満の短時間雇用について雇用とみなしていくべき。

〇 調整金・報奨金の単価の４分の１程度とするのは不合理。週所定労働時間２０時間以上３０時間未満を３分の２、１０時間以上２０時間未満を３分の１とするのが
妥当ではないか。

〇 ２０時間未満を雇用率にカウントしないとなると、どれほど実効性があるのか。ＰＤＣＡサイクルで実効性を検証する必要。
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中小企業における障害者雇用を進めていくためには、従来からの制度的

枠組みだけでなく、個々の中小企業における障害者雇用の進展に対す

る社会的関心を喚起し、経営者の障害者雇用に対する理解を深めてい

くとともに、こうした取組を進めている事業主が、社会的に様々なメリットを

受けられるようにしていくことが必要であるとも考えられる。

障害者の雇用に関して優良な取組を行う中小企業

事業主を認定する制度を創設してはどうか。

その際、認定のメリットとして、例えば公共調達における

メリットの付与等、どのように考えるか。

現行制度をもとにすると、法定雇用率は、2021年４月の前に2.3%に

引き上げられた後も、激変緩和措置の適用期限が到来する2023年４

月の見直し等において、一度に大きく上昇していく可能性がある。

障害者雇用の質を確保する観点から必要と考えられ

る場合に、法定雇用率を計算式の結果に基づき設定

する一方で、法定雇用率を段階的に引き上げることが

できるようにすることについて、どのように考えるか。

民間企業における障害者雇用の促進について②

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針

＜分科会における意見＞

○ 激変緩和の仕組みを恒久的なものにする必要。具体的には、一定の場合に限って、柔軟な対応を審議会での議論の中で決めていく仕組みを想定。
○ 企業にとっての準備期間という観点に加え、今度どういう状況が予測されるかを分析しながら、激変緩和をすべき。単に法定化することは疑問。

○ 急激に数を増やせばいいということではない。ただ、激変緩和を恒久化・固定化することについては、実際にどのように雇用率が推移していくのか見なければなら
ず、慎重に対応すべき。

○ 激変緩和は今までもあった。数だけそろえるような事態も生じるため、あまりにも高い数値が設定されるのは問題。

〇 激変緩和の仕組みをセーフティネットとして持っておくことが、現在の算定式、法定雇用率制度を維持するために必要ではないか。安易な形で激変緩和を発動す
ることを考えているものではない。

＜分科会における意見＞

○ 事務局が想定している制度の基準、メリットなどの具体的な内容を示して欲しい。
○ 認定の取得要件において、２０時間未満の障害者の雇用数と、就労につながる独自の取組の有無を加味して欲しい。
○ 優先調達先に認定を取得した企業（団体）を入れる、入札制度において、案件によっては参加資格要件に認定を取得した企業（団体）を入れることをお願いしたい。
〇 評価は、障害者雇用が啓蒙される方向に向く仕掛けがあるように整理してほしい。
〇 認証を取得するためには法定雇用率を達成していることが前提になると思うが、達成率が低い現状下では効果が乏しい。
〇 法定雇用率を達成していることを条件とするのではなく、段階に応じて点数を設定すれば良いのではないか。
〇 女性活躍推進法や次世代育成支援対策推進法の認定制度との並び（認定後の公表や活用策）も考えていくべき。
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民間企業における障害者雇用の促進について③

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針

調整金・納付金の対象企業の範囲の拡大に向けた

課題（①企業規模や経営基盤等を勘案する必要、

②納付金財政の持続可能性を踏まえつつ、納付金の

額を引き下げる等の猶予措置、③報奨金の要件緩

和）について総合的に検討する必要がある中、対象

企業の拡大をどのように考えるか。

障害者雇用調整金の支給及び納付金の徴収を行う制度が適用される

企業の範囲を、雇用義務対象の全企業又は常用雇用労働者50人以

上（現行100人超）の中小企業に拡大することも考えられる。

その際、企業規模や経営基盤等を勘案し、その後の更なる適用拡大は

行わないこととすべきとの意見、納付金の額を引き下げる等の猶予措置

が必要ではないかとの意見、報奨金について現行の障害者雇用者数の

要件を緩和することも考えられるのではないかとの意見もある。

＜分科会における意見＞

○ 制度の対象拡大は慎重に検討して欲しい。障害者雇用の土壌づくりから丁寧に意識改革を促さないと、雇用が進まない。例えば、障害者雇用に関する研修の受
講、職場実習の受入れ、ハローワークに出した求人の紹介を受ける等、採用には至らずとも採用に向けて行動している中小企業については、納付金を免除する
配慮も検討して欲しい。

○ 納付金の対象範囲の拡大により障害者雇用が進むかどうかは慎重に考えた方が良い。中小企業での受入れ体制の整備、支援機関等との関係の構築、就労支
援機関に対する周知啓発も必要。時間をかけて議論すべき。

中小企業の環境整備を支援する財源の確保のため、経営基盤が比較

的安定している大企業や、利用者ごとに障害福祉サービスの報酬が支

給される就労継続支援Ａ型事業所について、障害者雇用調整金の支

給上限額等を設定することも考えられる。

調整金の支給上限額の設定について、障害者雇用に

当たって特別にかかる費用と企業規模の関係、調整

金とＡ型事業所に支給される障害報酬の関係等を

整理する必要がある中、どのように考えるか。

＜分科会における意見＞

○ 上限額設定については理解。一方で、ハローワークに報告される障害者の解雇率は去年の１．５倍に達しており、その要因はＡ型事業所の廃止によるところが多
いのではないかと推察。Ａ型事業所が加速度的に潰れる、障害者の就労場所が失われることは懸念。

○ 財政上の制約、障害福祉サービス報酬の対象とされていること、近年の事業所数の急増といったことを踏まえれば、支給上限額の設定や、支給 対象となる事業
所の見直しを行うことは妥当。 7



納付金財政の持続可能性を確保するため、単年度収支が赤字になった

場合には、赤字額の程度に応じて翌年度以降の調整金の額を減額させ

る仕組み等を導入することも考えられる。

調整機能が働くような制度改正を行う場合の納付金

財政に与える影響等を踏まえつつ、納付金財政の持

続可能性の確保に向けた方策をどのように考えるか。

民間企業における障害者雇用の促進について④

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針
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＜分科会における意見＞

○ 今後とも調整金が支給割合の中で大宗を占めることを考えれば、上限設定は必要。調整金の額の根拠となっている雇入れ一人当たりの特別費用については、
一定人数を超えれば低減するという考え方が妥当。

○ 納付金制度を維持するためには、上限設定を含め何らかの調整をしていかなければならないことはやむを得ない。ただ、障害者雇用の支援を納付金制度だけに
頼るのではなく、国も予算確保していくことが必要。

除外率制度については、特定の業種の障害者雇用に対する意欲を削が

ないようにするためにも、現在適用されている除外率の更なる引下げにつ

いては慎重に対応すべきとの意見も多い。

除外率制度については、ノーマライゼーションの観点か

ら将来的に廃止することとしている中で、該当業種にお

いても障害者雇用に対する先進的な取組は様々に

見られること等も踏まえ、どのように考えるか。

＜分科会における意見＞

○ 除外率制度は、ノーマライゼーションの観点から廃止すると決めたもの。方針転換は朝令暮改との批判を招く。
○ 除外率を下げることに何が課題となっているのかを議論することや、下げたときに生じる問題点に手立て・手当を行うことこそが必要。

○ 障害者が就くのが難しい職種が現状として残っているのは事実。経過措置であったとしても一定割合残しておくことは政策的には必要。将来的にどう変えていくか
を議論することは必要。

○ 諸外国での該当する業種の対応も参考にする必要。
○ 議論するためのスケジュールを設定すべき。



長期間にわたり雇用継続してきた障害者について、障害者雇用率制度

におけるカウントを上積みする措置を講ずることも考えられる。

その検討に当たっては、当分の間はこれまでに雇用継続してきた結果に

対する評価が中心となり、新たに障害者雇用の促進に向けた取組を進

めていく企業にとって直ちに恩恵が生じない仕組みであること等の課題も

踏まえる必要があるとの意見もある。

長期間にわたり雇用継続してきた障害者について、カ

ウントを上積みする措置を講ずるべきとする意見がある

一方で、新たに障害者雇用の促進に向けた取組を進

めていく企業にとって直ちには恩恵が生じない仕組みで

あるといった意見がある中、どのように考えるか。

障害者雇用率制度が直接雇用を基本としていること、

本制度があくまでも一般就労への移行制度として設け

られていること等を踏まえつつどのように考えるか。

民間企業における障害者雇用の促進について⑤

在宅就業障害者支援制度において、施設外就労の形で業務を発注す

る場合の在宅就業障害者特例調整金等の額の上乗せ、施設外就労

の場合等には算定基礎を発注額とすること、一般雇用への転換に積極

的な在宅就業支援団体に対する助成措置の創設等も考えられる。

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針

＜分科会における意見＞

○ 常勤雇用の障害者が長期に就労することは当然、いわば前提であって、カウントを上積みするのは理念的に問題。加えて、カウントを上積みすると、それだけ新
規の障害者雇用の機会が減少し、政策的にも問題。

○ 障害種別を問わない政策と、障害種別に応じた政策の２つが考えられる。前者は、一定期間以上雇用された場合、更なる長期継続雇用を図るため職場環境を改
善する必要があり、それを事業主に促していく意味合いのもの。後者は、状態が安定しない精神障害について、本人の承諾を得た上で、３０時間を下回る短時間
の労働に移行しても１カウントのまま働き続けることをできるようにするもの、現在の経過措置が恒久的に必要。これらは障害者の働き方の選択肢を拡大し、事業
主が環境を整えるための政策。

○ いたずらに雇用期間が長ければ企業にとって大変かというと、そうではない。カウントの変更は慎重にすべき問題であり、２月までではなく、きちんと時間をかけて
議論すべき。

○ 精神障害者の短時間勤務のカウントについて、時限的な措置として導入した効果を分析しないと、恒久化の根拠にならない。もう少し様子を見るべき。
〇 政策的に長い期間を設定することで、企業が目をそちらに向け、環境づくりに動く、そのような機運を作ってほしい。

＜分科会における意見＞

○ 在宅就業障害者支援制度の対象となる場所はどのようなところか。 9



雇用率制度の対象となる精神障害者等の範囲について、精神通院医

療の自立支援医療受給者証の交付者を対象とすること、雇用率制度

の対象となる身体障害者の範囲について、障害者手帳ではなく就労能

力の判定等によるものとすること等も考えられる。

現行の雇用率制度では、法的公平性と安定性の観

点から、対象とする障害者を明確かつ容易に判定でき

るようにするため、対象障害者の範囲・確認方法とし

て、原則として障害者手帳等を所持していることとして

いることを踏まえつつ、どのように考えるか。

その他の課題①

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針
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障害者に対する差別の禁止又は合理的配慮の提供に関して、苦情の

申出を行ったことを理由とする不利益取扱いを禁止することが考えられる。

事業主に対し、苦情の申出を行ったことを理由とする

不利益取扱いを禁止することについて、どのように考え

るか。

＜分科会における意見＞

○ 自主的な解決に向けた努力義務が法定されている中で、更にこのような枠組みを上乗せしていく必要があるのか、実態が不明。どのような場合が不利益取扱い
になるかといったことも含め、今後継続的に見ていく必要。

＜分科会における意見＞

○ 手帳のみに関わらず働きづらさを抱える障害者に対しては一定の支援は必要。ただ、手帳制度によらない支援の方策は、現在の議論が一段落したところで、専
門家も入った検討会を設置して、中長期的に議論して欲しい。その際、現在働いている障害者の不利益にならないよう配慮しつつ、働きづらさに応じた支援が可能
となるよう、就労能力や職業適性に関する判定の在り方もあわせて検討して欲しい。

○ 知的障害の療育手帳は、国の制度ではなく、都道府県によって制度に若干の相違が存在。手帳所持を原則とすること、基準にすることが合理的なのか。手帳に
ついては慎重な審議が必要。

○ 障害者の定義については、社会保障審議会とも連携してきっちりと議論していくべき。



その他の課題②

現行制度に係る課題・提言・指摘 今後の対応・方針
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短時間の就労であれば働ける者や、働く意欲をもって前向きに就職に取

り組めるようになる者が一定程度見られることから、短時間勤務制度を

設けることが考えられる。

育児・介護休業法に規定する短時間勤務制度と同

様の制度を障害者のために創設することについて、どの

ように考えるか。

＜分科会における意見＞

○ 中途で障害になられたり、障害の程度が変化し、短時間勤務にしたい場合に、法律上、仕事と治療の両立ということも含めて、制度の利用を申し出ることができる
ようになれば、今後よりたくさんの方が働き続けられるようになる。

○ 始業終業時刻の変更、繰上げ、繰下げは、合理的な配慮の提供の枠組みの中で現状行われている事例が存在。現場の中で状況を見定めて対応することが必
要。ただ、柔軟な仕組みが現場に浸透していないのであれば、更に進んだ対策を打つことは必要。



その他の課題③
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＜分科会における意見＞

○ 地域の就労支援ネットワークの再構築、センターをハブにして連携を強化する枠組みが重要。この場合、仲介するコーディネーター役がいないと十分機能しない
ため、コーディネーターの育成・支援が必要。また、ノウハウを有する企業から有しない企業に支援する民と民の協力体制も必要。

○ 障害者雇用の分野については、実態把握や詳細なデータが不足している点が課題。厚生労働省として調査研究を促す取組を進めて欲しい。

○ 雇用率において新たなカウントを行う場合、納付金制度に新たな仕組みを導入する場合に、どのくらいの雇用率が変化するのか、納付金財政にどのような影響
があるのか、可能な範囲で試算を出して欲しい。

○ 公務部門について、今般の事案を契機として障害者雇用を積極的に推進する観点から、今回提示されている採用面での対応が、恒久的な措置、制度的な対応と
されるべき。

○ 通勤支援についても論点として欲しい。

○ 公務部門の採用について、応募状況が分かる資料を出して欲しい。

○ 公務部門の機器整備に関して、予算的にスムーズに支援が実現する方法を考えてほしい。

○ 基本方針の政府内でのフォローアップは必要だが、現場の状況等も踏まえたフォローアップがどこか場で必要で、当分科会の役割を広げる必要があるのではな
いか。その際、人事院や総務省にも来てもらい、意見交換をする場も必要ではないか。

○ 国の出先機関を集めて様々な配慮をしながら障害者を雇用することを考えてもよいのではないか。それにより、民間では雇用が難しい方が雇用され、民間との取
り合いも減るのではないか。

○ Ａ型事業所に対する議論に進展がない。難題についても十分議論に時間を割く必要がある。



国・地方公共団体における「障害者活躍推進計画」（仮称）のイメージ（案）

１．障害者の活躍推進に関する基礎的な取組

（１）組織内の体制整備のための取組（以下例示）
・障害者雇用推進チームの設置
・障害者雇用の推進に関する実務責任者の選任
・人事担当者・障害者本人等からの相談に対応する相談員の選任
・実務責任者・相談員等に対する研修の実施

（２）障害者雇用に関する理解促進のための取組（以下例示）
・マニュアル、ガイドブック等の周知
・セミナー、講習会、職場見学会等への参加
・理解促進のための独自の研修の実施
・障害者優先調達推進法に基づく障害者就労施設等からの調達

（３）職務の選定・創出のための取組（以下例示）
・職務整理票の作成・活用
・職務創出のための組織内アンケート
・就労支援機関との連携

２．障害者の採用を進めるための取組

（１）募集・採用に関する取組（以下例示）
・人事院の統一選考採用の活用又は独自の選考採用の実施
・ハローワーク、障害者就労支援機関等との連携

（２）職員の任用上の措置（以下例示）
・ステップアップ制度の活用
・プレ雇用制度の活用

３．障害者が職場定着し活躍できる職場づくりのための取組

（１）職場環境整備のための取組（以下例示）
・施設整備（バリアフリー化、休憩場所の拡大等）
・就労支援機器の導入（音声読み上げソフト、筆談支援機器等）
・人的サポート体制の充実（支援者の配置、支援者の研修等）
・就労支援機関との連携

（２）人事労務管理に関する取組（以下例示）
・人事担当者による声かけ等を通じた状況把握・体調配慮
・テレワーク勤務のための環境整備（規程・機器整備等）
・フレックスタイム制の活用促進
・各種休暇の利用促進
・実務研修の実施

※上記のほか、取組に係る目標を設定

（計画期間：概ね２～５年間が望ましい）
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週所定労働時間20時間未満の障害者の雇用に対する支援措置の具体的な内容（案）

雇用率制度のカウント対象とする常用労働者については、職業的自立の目安である週20時間以上の

労働者とする枠組みを維持する。

短時間であれば就労可能な障害者等の雇用機会を確保するため、週20時間未満の雇用障害者数

に応じて、納付金を財源とする特例的な給付金を支給する。

支給額の単価は、調整金・報奨金の単価、週20時間～30時間の短時間労働者の雇用率カウント

（０．５）との均衡等を踏まえ、調整金・報奨金の単価の４分の１程度とする。

中長期にわたり20時間以上の勤務に移行できない者等も見られることを踏まえ、支給期間を限定しな

いこととする。

週20時間未満の雇用に対する支援が、週20時間未満の安易な雇用促進にならないよう、支給対象

となる雇用障害者の所定労働時間の下限について、トライアル雇用助成金（障害者短時間トライアル

コース）における下限が10時間であることを踏まえ、10時間とする。

基本的な考え方
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障害者雇用に関する優良な中小企業に対する認定制度の具体的な内容（案）

 障害者雇用ゼロ企業が依然として多い等、中小企業における障害者雇用の取組が停滞している状況にある。

 このため、従来の制度的枠組みに加え、個々の中小企業における障害者雇用の進展に対する社会的な関心を喚起し、障害者雇用に対する経営者の理解
を促進するとともに、先進的な取組を進めている事業主が社会的なメリットを受けることができるよう、障害者雇用に関する優良な中小企業に対する認定制度
を創設する。

 先進的な取組を進めている事業主を認定する制度趣旨を踏まえ、法的義務（法定雇用率等）を果たしていることが前提。

※ 次世代育成支援対策推進法や女性活躍推進法等に基づく各認定制度においても、「法及び法に基づく命令その他関係法令に違反する重大な事実が
ないこと。」が認定基準の一つとなっている。

 障害者雇用に関する取組は、各組織及び障害者本人等の状況に応じて様々に進められる必要性が特に高く、実態としても相当に多様であることを踏まえ、
次世代育成支援対策推進法や女性活躍推進法等に基づく各認定制度とは異なり、幅広い評価項目を設定した上で、一定の点数以上となる企業を認定
する「ポイント制」とする。

 不断の取組推進が重要であることを踏まえ、設備・制度等のストック又は静的状態だけでなく、直近の進展状況等のフロー又は動的状態も評価する。

 次世代育成支援対策推進法等に基づく各認定制度と同様、認定の有効期間は設定しないが、認定年を認定マークに記載するものとする。

 国等の公共調達における加点要素に認定の有無を加えることについては、実施の可否を含め、関係府省と要調整。

基本的な考え方

１．障害者雇用の推進体制の整備（意思決定プロセス、障害者の参画プロセスの形成等）

２．障害者雇用に関する理解浸透（雇用方針の明確化・周知、セミナー・講習会・研修・職場見学会の実施等）

３．職務の選定・創出（既存業務の切出し、複数の作業の組合せによる新規業務の創出等）

４．職場環境の整備（作業施設・設備、福利厚生施設等の整備、職場介助、通勤対策等の実施等）

５．雇用管理の充実（労働条件の整備、教育訓練、職域拡大の実施等）

６．障害者を採用し、活躍を推進するための計画立案（適切な計画期間・目標・取組計画等）

７．募集・採用の取組（障害特性に配慮した募集・採用の推進、実雇用率等）

８．職場定着の取組（障害特性に配慮した職場定着の推進、定着率等）

９．関係機関との連携（ハローワーク、就労支援機関、教育機関等との連携）

考えられる優良中小企業の認定制度に係る評価項目例
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